
 

 

 

 

自己紹介 

１ 事務所 

〒５３０－００４７ 

大阪市北区西天満３丁目４番６号 

西天満コートビル３階 坂和総合法律事務所 

TEL 06(6364)5871 / FAX 06(6364)5820 

２ ホームページ www.sakawa-lawoffice.gr.jp 

３(1) 映画ブログ http://sakawa.exblog.jp/ 

(2) 旅行ブログ http://sakawa2.exblog.jp/ 

４ 経歴 

1949 年 1 月 愛媛県松山市で誕生（団塊世代） 

1971 年 3 月 大阪大学法学部卒業 

1972 年 4 月 司法修習生（２６期） 

1974 年 4 月 弁護士登録（大阪弁護士会） 

1979 年 7 月 坂和章平法律事務所開設 

（後 坂和総合法律事務所に改称） 

現在に至る 

５ 都市問題に関する主な著書（1985～2010 年） 

『実況中継 まちづくりの法と政策』１～４ 

『まちづくり法実務体系』（共著） 

『わかりやすい都市計画法の手引（加除式）』 

『注解マンション建替え円滑化法』 

『Ｑ＆Ａわかりやすい景観法の解説』 

『実務不動産法講義』 

『建築紛争に強くなる！建築基準法の読み解

き方―実践する弁護士の視点から―』 

ほか多数 

６ 映画評論家としての著書 

『シネマルーム』Ⅰ～２４ 

『名作映画から学ぶ裁判員制度』（２０１０年

３月・河出書房） 

『名作映画から学ぶ「生き方」』（仮）（１１月

出版予定） 

 

 

 

 

 

 

第１編 景観法を軸とした─眺望・景観紛

争をめぐる法と政策の新局面 

第１ 全体の概観―資料１（目次）参照 

 

第２ 景観法制定（０４年６月）の背景と意義、 

その活用状況 

１ 背景 

 (1)価値の高まり 

⇒判例の動向・住民運動 

⇒開発ｖｓ景観 

・国立マンション事件 

・名古屋白壁地区マンション事件 

・箕面山なみ景観保全運動 

(2)国の政策（観光立国） 

・０３年１月、観光立国宣言 

・０３年７月、美しい国づくり政策大綱 

・  〃  、観光立国行動計画 

・０５年１２月、観光立国推進基本法制定 

・０７年６月、観光立国推進基本計画 

・０８年１０月、観光庁設立 

・２０１０年７月、中国人向け個人観光ビザ

発給要件緩和 

 ２ 景観計画の活用状況 

 ３ 景観地区の活用状況 

 

第３ 自主条例・委任条例の流れ 

１「上乗せ」「横出し」条例の意義と限界 

２ 開発指導要綱の意義と限界 

３ まちづくりに委任条例が果たした役割 

４ 自主条例は「無力」か？宝塚市パチンコ店

条例事件の影響は？ 

５ 景観法が２３の項目で条例に委任 

⇒目指すべき「ゴール」は？ 

①知事の同意を得て景観行政団体に。 

②景観計画の策定 

③景観法にもとづく委任条例の制定 

 

第４ 各自治体の景観政策 

１ 京都市の新景観政策（眺望景観創生条例） 

行政問題委員会         ２０１０（平成２２）年１１月１５日 

景観法の意義と到達点 
弁護士 坂 和 章 平 

 

資料２、３ 

資料４、５ 

資料１５、１８ 



 

の画期性 

(1) 経過 

・０６年１１月、新景観政策を発表 

・０７年３月、新景観政策にもとづく条例案

を可決・成立（新条例２本、改正条例４本） 

・０７年９月１日施行 

(2) 概要 

①高さ規制の見直し 

⇒眺望景観創生条例の制定（眺望空間保

全区域を創設） 

⇒高度地区の見直し（最高 45m→31m） 

②デザイン規制の見直し 

⇒眺望景観創生条例の制定（近景・遠景

デザイン保全区域を創設） 

⇒市街地景観整備条例の改正（景観地区

の類型化、デザイン基準の新設） 

③広告物規制の見直し 

⇒屋外広告物条例の改正（屋上への設置

禁止、点滅ネオンの使用禁止） 

(3) 影響 

不動産取引が激減？市中心部の路線価下落 

２ 東京都 

(1) ０６年１０月、景観条例を全面改正 

⇒景観計画区域内に「景観基本軸」と「景

観形成特別地区」の指定制度を創設 

⇒都独自の制度として大規模建築物の事前

協議制度を創設（従前は届出制度） 

(2) ０７年３月、景観計画を策定 

⇒景観計画区域を景観基本軸・景観形成特

別地区・その他の一般地域に区分 

⇒文化財庭園の周辺等を「景観形成特別地

区」に指定し、高さ２０ｍ以上の建築物

の届出を義務づけ。 

⇒庭園からの眺望を阻害する高さを規制。

地盤面から２０ｍ以上の部分で屋上広告

物を禁止。光源の使用も禁止。 

３ 芦屋市 

０９年７月、市全域を景観地区に指定 

⇒２０１０年２月、全国初の計画不認定。そ

の後の行方は？ 

⇒芦屋ブランドを高める狙いは成功？ 

⇒１０年９月の住んでみたい街アンケートで

関西圏６年連続１位 

４ 大阪市 

⇒景観協議会は、景観行政団体等が組織する

ことができる（景観法１５条）。 

⇒「御堂筋地区景観協議会」で御堂筋沿線の

高さ規制を議論 

・１９２０年、１００尺（３１ｍ）規制 

・１９９５年、原則５０ｍに制限緩和 

・２００７年２月、淀屋橋駅と本町駅付近

のみ最高１４０ｍまで緩和 

 

第５ 眺望・景観紛争の２つの到達点 

 １ 国立マンション事件（都市景観） 

 ２ 鞆の浦景観訴訟（歴史的景観） 

 

第６ 景観法と屋外広告物規制（屋外広告物法 

の改正と屋外広告物条例の活用） 

１ 景観計画に屋外広告物の表示等に関する行

為の制限に関する事項を定めること可能 

⇒景観計画を活用した規制 

２ 屋外広告物法の改正 

(1) 景観行政団体となった市町村への委任条

例の権限移譲 

⇒政令市・中核市でなくとも条例制定ＯＫ 

(2) 違反広告物の即時撤去ＯＫ 

⇒簡易除却が順次拡大されてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料８ 

資料９、１０、１６ 

資料４、５ 
１７－１、２ 



 

第２編 国立マンション事件と鞆の浦判決

の検討 

第１ 国立マンション事件の検討 

 １ 景観利益の法的保護性 

(1) １審判決 

・景観利益は法的保護に値する 

・これを侵害する行為は、一定の場合には不

法行為に該当すると解すべき 

・景観利益は土地所有権から派生（景観利益

の私的帰属を肯定） 

⇒角松論文（資料Ｆ） 

・土地所有権を媒介するもの 

・土地利用の自己規制の継続の事実を強調 

・「景観共同形成型」の特質 

(2) 高裁判決 

・景観利益は公法的保護によるべき 

・景観利益の法的保護性を否定 

⇒その根拠 

①現行法上これを認めた法令がない 

②内容の主観性・多様性 

③主体・内容・範囲の不明確性・非具体性 

④第三者の予測可能性の欠如 

(3) 最判 

・「都市の景観は、良好な風景として、人々の

歴史的又は文化的環境を形作り、豊かな生

活環境を構成する場合には、客観的価値を

有する」 

・景観利益は法律上保護に値する利益である 

⇒但し、土地所有権を媒介とせず、景観共同

形成型と既存景観享受型とを区別すること

もなく、「いとも簡単に」景観利益を承認（角

松論文（資料Ｆ）） 

⇒１審判決と最判の相違は？ 

２ 景観利益の司法上の権利性 

⇒最判は否定 

「景観利益を超えて『景観権』という権利性

を有するものを認めることはできない」 

 ３ 不法行為による損害賠償と差止め請求 

（不法行為における違法性の判断基準） 

⇒最判は次の項目を総合的に考察して判断 

①景観利益の性質と内容 

②当該景観の所在地の地域環境 

③侵害行為の態様、程度 

④侵害の経過   ・・等 

⇒景観利益を違法に侵害する行為に当たると

いうことはできないとして上告棄却 

４ まとめ 

・１審判決 → 損害賠償も差止めも認容 

・高裁判決 → 景観利益の法的保護性を否定し

て控訴棄却 

・最判 → 上告棄却。但し、景観利益の法的保

護性を認容 

 

第２ 鞆の浦判決の検討 

１ 対立軸は「景観ＶＳ利便性」 

⇒海上架橋計画（埋立て＋架橋）を推進する

県・市ｖｓ反対住民で景観論争 

⇒渋滞解消・下水道整備・護岸整備 ｖｓ 歴

史的景観・景観利益 

⇒五十嵐敬喜の問題提起 

（『美しい都市をつくる権利』から 

（２００２年・学芸出版社）） 

２ ０４年、行政事件訴訟法改正 

・差止め訴訟を抗告訴訟の一つとして法定化

し、それに伴い仮の差止めを創設 

・仮の差止めは、前提として差止めの訴えを

提起することが必要（行訴３７条の５第２

項） 

・差止めの訴えは「一定の処分又は裁決がさ

れることにより重大な損害を生ずるおそれ

がある場合」に限り提起できる（行訴３７

条の４第１項） 

⇒訴えを提起できるのは「法律上の利益を

有する者」（行訴３７条の４第３項） 

⇒その判断は取消訴訟の原告適格と同様の

枠組み（行訴３７条の４第４項で９条２

項を準用） 

 

３ 仮の差止め事件 

⇒住民側が埋立て免許の処分を仮に差止めす

ることを求めて提起 

⇒広島地決０８年２月２９日 

・景観利益を有する者の申立人適格ＯＫ 

・緊急の必要性を認めず申立ては却下 

資料Ｂ 

資料Ａ 

資料１２ 

資料１１ 



 

 

４ 差止め訴訟 

⇒埋立て免許の処分の差止めを求めて提起 

⇒広島地判０９年１０月１日 

・鞆の浦の景観は文化的・歴史的価値を有

し、国民の財産というべき公益。 

・事業の必要性、公共性の根拠は調査・検

討不十分ｏｒ合理性なし。 

・埋立て免許をすることは裁量の範囲を超

えるため差止め。 

⇒広島県は控訴（０９年１０月１５日） 

 

第３ 国立マンション事件との対比を含めた 

主な論点 

１ 景観とは？ 

  ・国立マンション事件は都市的景観 

  ・鞆の浦判決は歴史的・文化的景観 

 

２ 原告適格＝景観利益の個人帰属性 

 

・国立マンション事件は「法的保護に値する

景観利益」 

・鞆の浦判決は「法的に保護される景観利益」 

⇒その相違点は？（北村論文（資料Ｂ）） 

３ 景観利益の内容・性質―「居住」と 

「生活環境」 

 

４ 損害の重大性 

 

５ 控訴後の見通しは？ 

(1) ０９年１０月１日、前原大臣は埋立免許の

前提となる許可を先延ばしする方針を表明 

(2) ０９年１０月１５日、県の控訴 

(3) ０９年１１月８日、広島県知事選挙 

  ⇒湯崎新知事は推進一辺倒の方針を見直し 

  ⇒「鞆地区地域振興住民協議会」を設置して

推進派と反対派の住民が協議（①５／１５、

②７／３、③８／２２・・・継続中） 

(4) 控訴審の審理は事実上棚上げ 

  ⇒２０１０年７月２日の進行協議期日で協議

会の行方を当面見守ることで一致。次回期日

は１０月１５日。 

 

第３編 景観・眺望権をめぐる視点・論点 

第１ 「眺望から景観へ」という流れでＯＫか？

（「公害から環境へ」と同じ） 

 １ 眺望とは？ 

 

 ２ 景観とは？ 

 

 ３ 眺望紛争・景観紛争の到達点は？ 

 

第２ まちづくりにおける眺望・景観紛争とは？ 

 １ 紛争はマンション中心 

 ２ 公共事業や大規模開発は？ 

 

第３ 自主条例と委任条例の活用状況は？ 

 １ 政権交代に伴う地方分権の議論の弱体化 

 

 ２ 「地域主権」でどうなる？ 

 

第４ 武器としての景観法の使いこなしと定着

は？（ＶＳ京都市、芦屋市） 

 １ 景観計画は？ 

 ２ 景観地区の指定は？ 

３ 景観地区での建築規制（都市計画）は？ 

 

第５ 福山市の景観法の活用は？（ＶＳ松江市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上

 

資料Ｃ 

資料Ｄ 

資料１４ 

資料Ｅ―①、② 

資料Ｆ 

資料Ｇ 

資料１３ 


